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平成３０年２月２６日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成２９年（行ウ）第８８号 不当労働行為救済命令取消請求事件 

口頭弁論終結日 平成２９年１１月２７日 

判決 

原告       有限会社Ｘ 

被告       国 

処分をした行政庁 中央労働委員会 

被告補助参加人  Ｚ１労働組合関西地区生コン支部 

主文 

１ 本件訴えのうち中央労働委員会が平成２９年１月１１日付けでした平成２

８年（不再）第１７号事件に係る命令中の大阪府労働委員会平成２６年（不）

第７３号事件に係る救済命令の主文第１項についての再審査の申立てを棄却

した部分の取消しを求める部分を却下する。 

２ 本件訴えに係る原告の請求のうちその余の請求を棄却する。 

３ 訴訟費用は,補助参加によって生じた費用を含め,原告の負担とする。 

事実及び理由 

第１ 請求 

  中央労働委員会が平成２８年（不再）第１７号事件について平成２９年１

月１１日付けでした命令（以下「本件命令」という。）を取り消す。 

第２ 事案の概要 

１ 事案の要旨 

  被告補助参加人に所属する特定の労働者がトラブルによって負傷したこ

とについて被告補助参加人がその使用者である原告に対して団体交渉を申

し入れたことに関し,被告補助参加人が大阪府労働委員会（以下「大阪府労

委」という。）に対して当該団体交渉の申入れを拒絶した原告の対応が労働

組合法（昭和２４年法律第１７４号。以下「労組法」という。）第７条第２

号の規定に違反する旨の申立てをしたところ,大阪府労委が被告補助参加人

の請求に係る救済の一部を認容する旨の命令を発し,さらに,当該命令を不

服として原告がした再審査の申立てについて中央労働委員会（以下「本件

処分行政庁」という。）が当該再審査の申立てを棄却する旨の本件命令を発

した。 

  本件は,原告が,本件処分行政庁のした本件命令が違法である旨を主張し

て,その取消しを求めた事案である。 

２ 前提事実（括弧内において掲記する証拠又は弁論の全趣旨によって容易

に認めることができる事実等） 

(1) 当事者等 

ア 原告は,生コンクリート（以下「生コン」という。）の製造,販売等を

行うことを目的とする特例有限会社（会社法の施行に伴う関係法律の

整備等に関する法律（平成１７年法律第８７号）第３条第２項に規定

する特例有限会社をいう。）である。 
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  原告は,株式会社Ｃ１（以下「訴外会社」という。）との間で,訴外会

社が販売する生コンの製造,運搬等を訴外会社から原告が受託する旨

の業務委託契約を締結していた。 

イ 被告補助参加人は,運輸,建設関連及び一般の労働者によって組織さ

れる法人である労働組合であり,その内部の組織として,原告に勤務す

る労働者によって組織される「Ｃ２分会」を有していた。 

ウ Ａ１（以下「Ａ１氏」という。）は,職業安定法（昭和２２年法律第

１４１号）第４５条に規定する労働者供給事業の許可を受けた労働組

合であるＣ３労働組合滋賀地方本部（以下「訴外組合」という。）の

組合員であった者であり,平成１６年頃から平成２６年９月３０日に

訴外組合を脱退するまでの間（平成２４年４月１日から平成２６年３

月３１日までの間を除く。）,訴外組合と原告との間の労働者供給に関

する労働協約に基づき,訴外組合から原告に供給された労働者として,

訴外会社の所有する工場施設から生コンを配送するためのミキサー車

を運転するという原告の業務に従事していた。 

(2) トラブルによるＡ１氏の負傷 

  Ａ１氏は,平成２６年４月２３日,原告の指示によって滋賀県東近江市

の工事現場に生コンの配送に赴いたが,当該工事現場において,土木作業

に従事していたＣ４（「Ｃ５組」との屋号で土木建設業を営む個人事業者

の従業員である。以下「Ｃ４氏」という。）との間で,Ｃ４氏が使ってい

た作業道具を洗うようにＣ４氏から申し向けられ,Ａ１氏がこれを断ると

いうやり取りをした。Ａ１氏は,同日,原告の社屋に戻った後,上司である

Ｂ１（以下「Ｂ１氏」という。）に対し,Ｃ４氏との当該やり取りの内容

を報告した上で,Ｃ５組の者がいる現場へは配送に行きたくない旨を伝え

たところ,Ｂ１氏は,分かったと返答した。 

  Ａ１氏は,同年９月１３日,原告の指示によって滋賀県犬上郡多賀町の

工事現場（以下「本件工事現場」という。）に生コンを配送したが,本件

工事現場において,土木作業に従事していたＣ４氏から暴行を受け,負傷

した（以下この出来事を「本件出来事」という。）。 

(3) 本件出来事に関する被告補助参加人による原告に対する団体交渉の申

入れと原告の対応 

ア Ａ１氏は,上記(1)ウのとおり平成２６年９月３０日に訴外組合を脱

退した後,同年１０月１日に被告補助参加人に加入した。被告補助参

加人は,訴外会社に対し,同日付けの「労働組合加入通知書」と題する

書面を送付し,Ａ１氏が被告補助参加人に加入したこと等を通知する

とともに,同日付けの「団体交渉申入書」及び「分会要求書」と題す

る各書面を送付し,本件出来事に関し,「会社は、２０１４年９月１３

日の暴行事件について、組合に事実検証報告を行い、早急に労災手続

きをとること。」などを要求して,その団体交渉を申し入れた。これに

対し,訴外会社は,被告補助参加人にはＡ１氏を含めて訴外会社と雇用
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関係にある組合員がいないことを記載した同月７日付けの回答書を送

付するなどし,当該申入れに応じなかった。 

イ そこで,被告補助参加人は,訴外会社に加えて原告に対しても,上記ア

の各書面と同旨の内容の同年１１月１４日付けの「労働組合加入通知

書」,「団体交渉申入書」及び「分会要求書」と題する各書面を送付

し,団体交渉を申し入れた。これに対し,原告及び訴外会社は,被告補

助参加人にＡ１氏を含めて原告及び訴外会社と雇用関係にある組合員

がおらず,また,Ａ１氏が既に労働者災害補償保険法（昭和２２年法律

第５０号。以下「労災保険法」という。）の規定に基づく保険給付の

請求を行っており,被告補助参加人の上記の要求が目的を達している

ので,団体交渉の申入れには応じられない旨を記載した連名の同月２

２日付けの回答書を送付した。被告補助参加人は,さらに,原告及び訴

外会社に対し,「労災手続きの有無は問題ではなく、貴社の労働者に

対する安全配慮義務、責任に対して交渉を求めている」などと記載し

た同月２７日付けの「抗議申入書」と題する書面を送付し,改めて団

体交渉を申し入れた（以下この被告補助参加人の申入れと上記の同月

１４日付けの各書面による団体交渉の申入れを併せて「本件各団交申

入れ」という。）が,原告及び訴外会社は,これに応じなかった。 

(4) 本件出来事に関するＡ１氏による労災保険法の規定に基づく保険給付

の請求 

  Ａ１氏は,平成２６年１０月８日,本件出来事による負傷の療養に費用

を要したとして,所轄労働基準監督署長である東近江労働基準監督署長に

対して労災保険法の規定に基づく療養補償給付たる療養の費用の請求を

したが,東近江労働基準監督署長は,同年１２月５日付けで,本件出来事に

よるＡ１氏の負傷が過去の出来事による私怨に起因しており,その業務起

因性が認められないとして,不支給の決定をした。 

  Ａ１氏は,平成２７年１月８日付けで,労災保険法第３８条第１項の規

定に基づく審査請求をしたが,滋賀労働者災害補償保険審査官は,平成２

８年３月３１日付けで,本件出来事によるＡ１氏の負傷が自招行為に起因

しており,その業務起因性が認められないとして,当該審査請求を棄却す

る旨の決定をした。 

  Ａ１氏は,同年５月２６日付けで,同項の規定に基づく再審査請求をし

たところ,労働保険審査会は,平成２９年３月３日付けで,本件出来事にお

けるＣ４氏の暴行が私怨又はＡ１氏の自招行為に起因するものとはいえ

ず,Ａ１氏の負傷には業務起因性が認められるとして,東近江労働基準監

督署長がした上記の決定を取り消す旨の裁決をした。 

(5) 本件出来事に関するＡ１氏の原告に対する安全配慮義務違反に基づく

損害賠償請求訴訟の係属と終局 

  Ａ１氏が本件出来事による負傷の原因について原告のＡ１氏に対する

安全配慮義務の懈怠を主張していたため,原告が債務不存在確認を求める
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訴えを大津地方裁判所彦根支部に提起したところ,Ａ１氏は,訴訟代理人

を選任して応訴した上で,平成２７年６月４日,安全配慮義務違反を理由

とする債務不履行に基づく損害賠償請求の反訴を提起した（同支部平成

２７年（ワ）第１０２号損害賠償反訴請求事件。なお,当該反訴が提起さ

れた後に,上記の本訴が取り下げられている。）。Ａ１氏は,この損害賠償

反訴請求事件において,本件出来事が発生するに至った事実経過を主張し

た上で,「反訴被告が反訴原告の身体に対する安全配慮義務を怠っていた

ことは明らかというべきである」と主張したが,同支部は,証人尋問等の

証拠調べを実施した上で,平成２８年７月２２日,原告について当該安全

配慮義務の違反を認めることができないとして,Ａ１氏の請求を棄却する

旨の判決（以下「本件損害賠償請求訴訟判決」という。）を言い渡した。 

  Ａ１氏が本件損害賠償請求訴訟判決に対して控訴を提起した（大阪高

等裁判所平成２８年（ネ）第２３２２号損害賠償反訴請求控訴事件）が,

同高等裁判所は,平成２９年２月２日,控訴人の反訴請求を棄却した原判

決（本件損害賠償請求訴訟判決）は相当であり,控訴は理由がないとして,

当該控訴を棄却する旨の判決を言い渡した。 

  Ａ１氏が更に上告受理の申立てをした（最高裁判所平成２９年（受）

第８８２号）が,最高裁判所は,同年８月２５日付けで,上告審として受理

しない旨の決定をし,本件損害賠償請求訴訟判決が確定した。 

(6) 本件出来事に関するＣ４氏に対する刑事事件の立件 

  Ｃ４氏は,平成２７年１２月２５日,彦根区検察庁検察官検事により,

「被告人は,平成２６年９月１３日午前１１時１５分頃,滋賀県犬上郡多

賀町９４７番地付近路上において,Ａ１（当時５０歳）の顔面を手拳で数

回殴打するなどの暴行を加え,よって,同人に,加療約１週間を要する顔面

打撲等の傷害を負わせたものである。」との公訴事実で公訴の提起及び略

式命令の請求を受け,彦根簡易裁判所において,罰金刑の略式命令を受け

た。 

(7) 本件処分行政庁による本件命令に至る経過 

ア 被告補助参加人は,平成２６年１２月１５日,大阪府労委に対し,原告

及び訴外会社が団体交渉に応ずるべき事項に該当しないなどとして本

件各団交申入れに応じないことが労組法第７条第２号の規定に違反す

る旨の申立てをした。大阪府労委は,平成２８年３月２５日付けで,訴

外会社を相手方とする申立てを棄却するとともに,原告を相手方とす

る申立てのうち被告補助参加人の請求に係る救済の一部を認容する命

令（以下「本件初審命令」という。）を発した。本件初審命令は,申立

人である被告補助参加人が「２６.９.１３事件におけるＸの安全配慮

義務とその責任について団交を求めている」とした上で,原告に対し,

その主文第１項において被告補助参加人が「平成２６年１１月１４日

付け及び同月２７日付けで申し入れた、安全配慮義務とその責任につ

いての団体交渉に応じなければならない」旨を,主文第２項において
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被告補助参加人に対して「当社が、貴組合から平成２６年１１月１４

日付け及び同月２７日付けで申し入れられた安全配慮義務とその責任

についての団体交渉に応じなかったことは、大阪府労働委員会におい

て、労働組合法第７条第２号に該当する不当労働行為であると認めら

れました。今後、このような行為を繰り返さないようにいたします。」

と記載した文書を速やかに手交しなければならない旨をそれぞれ命ず

るものであった（以下この本件初審命令の主文第１項の命令を「本件

団交応諾命令」といい,主文第２項の命令を「本件文書手交命令」と

いう。）。 

イ 本件初審命令に対し,被告補助参加人が訴外会社を相手方とする申立

てを棄却した部分を不服として平成２８年４月６日付けで労組法第２

７条の１５第２項にしておいて準用する同条第１項の規定に基づく再

審査を申し立て,原告が本件団交応諾命令及び本件文書手交命令を不

服として同月７日付けで同項の規定に基づく再審査を申し立てたが,

本件処分行政庁は,平成２９年１月１１日付けで,当該再審査の申立て

をいずれも棄却する旨の本件命令を発した。本件処分行政庁は,本件

命令において,本件出来事に関し,「平成２６年９月１３日、Ａ１は、

申立外建設会社（以下「本件建設会社」という。）の工事現場に生コ

ンを配送した際、その数か月前に別の工事現場で道具の洗浄を巡り口

論となって謝罪を強いられたことのあるＣ４から、その口論を蒸し返

された上、顔面を拳で数回殴られるなどの暴行を受け、加療約１週間

を要する顔面打撲等の傷害を負わされた」と認定した。 

(8) 原告は,平成２９年２月２５日,本件命令の取消しを求めて,本件訴えを

当裁判所に提起した。 

３ 争点及び争点に関する当事者の主張 

  本件における主な争点は,①本件損害賠償請求訴訟判決の確定に伴い,本

件命令の拘束力が失われたかどうか,②本件各団交申入れに対する原告の対

応が労組法第７条第２号の規定に違反するものかどうか並びに③本件命令

が発せられた時のＡ１氏の被告補助参加人における地位及びその影響いか

んであり,これらの争点に関する当事者の主張は,以下のとおりである。 

(1) 争点①（本件損害賠償請求訴訟判決の確定に伴い,本件命令の拘束力が

失われたかどうか）に関する当事者の主張 

ア 原告の主張 

(ｱ) 本件命令が発せられた時点において原告に雇用されている被告補

助参加人の組合員は一人もおらず,本件出来事に関する原告のＡ１

氏に対する安全配慮義務違反としての責任の有無のみが原告と被告

補助参加人の間に残されていた唯一の問題であったところ,当該問

題については,最高裁判所が上告不受理の決定をしたことにより,原

告に当該責任のないことが司法によって最終的に判断され,本件団

交応諾命令の履行が救済の手段・方法としての意味を失ったという
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べきであるから,本件団交応諾命令は,その拘束力を失った。 

(ｲ) 本件文書手交命令は,原告が被告補助参加人に対して不当労働行

為が認定されたこと及び同様の行為を繰り返さないことを表明する

ことにより,団体交渉の拒否によって生じた被告補助参加人又はそ

の組合員の権利の侵害状況を除去するとともに,是正し,労組法の予

定する正常な労使関係秩序を回復し,確保するものと解されるとこ

ろ,上記(ｱ)のとおり,被告補助参加人に原告から雇用されている組

合員がおらず,かつ,被告補助参加人によって唯一問題とされていた

本件出来事に関する原告のＡ１氏に対する安全配慮義務違反として

の責任のない旨の本件損害賠償請求訴訟判決が確定したのであり,

今後に原告が被告補助参加人との間で継続的な労使関係の維持,改

善を目的とする団体交渉を行うことはおよそ考えられないから,本

件文書手交命令の履行がその意義を失っているというべきであって,

本件文書手交命令は,その拘束力を失った。 

(ｳ) なお,本件訴えが却下されるべきものとする後記イ(ｲ)の被告補助

参加人の主張は,争わない。 

イ 被告及び被告補助参加人の主張 

(ｱ) 被告の主張 

  本件損害賠償請求訴訟判決では,本件出来事に関する原告の損害

賠償責任を根拠付ける安全配慮義務の債務不履行のみが否定された

にすぎないところ,一般に,使用者は,上記のような損害賠償責任を

根拠付ける安全配慮義務のみならず,労働安全衛生法（昭和４７年

法律第５７号）第３条第１項,労働契約法（平成１９年法律第１２

８号）第５条等の規定により,広く労働者の安全への配慮を求めら

れている。したがって,原告は,本件損害賠償請求訴訟判決の対象と

された安全配慮義務に基づく配慮のみならず,広く安全を確保しつ

つ,労働者が労働をすることができるように必要な配慮をすること

が求められているのであるから,これらについての本件団交応諾命

令の履行が救済の手段・方法としての意味をおよそ有しないとはい

うことができない。また,本件出来事の具体的な状況等によっては,

原告が安全配慮義務に基づく責任を負う可能性があると認められる

し,原告においてＡ１氏が負傷した際の状況を独自に調査して明ら

かにしたり,治療費の支給等何らかの補償をしたりすることも可能

であり,それが社会的にも期待されるということができるから,本件

損害賠償請求訴訟判決が確定したとしても,なお原告に本件各団交

申入れに応ずる義務を課すことが相当でないとはいうことはできな

い。 

  被告補助参加人に原告から雇用される組合員がいなくなったとは

いえ,原告が生コンの製造・運搬を行う会社として存続し,被告補助

参加人も多数の運輸・建設関連及び一般の労働者で組織される労働
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組合として存続しているのであるから,今後,原告の労働者を被告補

助参加人が組合員として獲得する可能性も否定することができない

ところ,本件文書手交命令の履行が救済の手段・方法としての意味

を有していることは,明らかである。 

(ｲ) 被告補助参加人の主張 

  上記ア(ｱ)及び(ｲ)の原告の主張は,争う。 

  仮に,本件命令の発令後の事情の変化により,本件命令の基礎が失

われてこれを維持する必要がなくなったと判断される場合には,本

件命令の拘束力が失われることになるから,本件訴えは,訴えの利益

を欠くものとして,却下されなければならない。 

(2) 争点②（本件各団交申入れに対する原告の対応が労組法第７条第２号

の規定に違反するものかどうか）に関する当事者の主張 

ア 被告及び被告補助参加人の主張 

(ｱ) 被告の主張 

  Ａ１氏は,原告の従業員として,生コンの配送という原告の業務に

従事中に,配送先の本件工事現場において,Ｃ４氏から暴行を受けて

負傷したのであり,この事実の限りでは当事者間に争いがないとこ

ろ,当該事実を前提とすれば,本件各団交申入れの時点において,労

使双方にとって業務関連性がないことが客観的に明らかな事件とは

いうことができないことが明白であって,原告がＡ１氏に対して労

働契約関係から生ずる安全配慮義務等に基づく何らかの責任を負う

可能性があったものということができるから,原告には,本件各団交

申入れに応ずる義務が認められる。本件出来事の具体的な経緯につ

いての原告の主張は,その裏付け証拠に乏しく,信用性の低いＣ４氏

の弁解の内容に全面的に依拠したものというほかないのに対し,本

件命令による事実認定は,信用性の高い本件出来事に関する刑事事

件の記録により十分に裏付けられている。したがって,本件命令に

係る事実認定及び判断に誤りはなく,原告の主張には理由がないか

ら,原告の請求は,速やかに棄却されるべきである。 

(ｲ) 被告補助参加人の主張 

  本件出来事の発端となった本件工事現場とは別の工事現場におけ

るＡ１氏とＣ４氏の間のトラブルが暴力沙汰に至っておらず,１０

分間程度の短時間の出来事であったことに加え,当該トラブルから

本件出来事までの間に５か月近くの期間が経過しており,その間に

Ａ１氏とＣ４氏が１回も顔を合わせていないことなどに鑑みると,

本件出来事は,私怨に起因するものとはいうことができない。本件

出来事の具体的な経緯はＡ１氏がＣ４氏から一方的に暴行を受けた

というものであり,本件出来事は,Ａ１氏の自招行為に起因するもの

でもない。したがって,本件出来事については,原告が団体交渉に応

ずる義務を負う事項である。 
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イ 原告の主張 

  平成２６年４月２３日のＣ４氏とＡ１氏のやり取りは,そもそも口論

と呼ぶに足りるものではなく,Ａ１氏がＣ４氏に謝罪を強いられたな

どという事実もないから,同年９月１３日にＡ１氏がＣ４氏に再び会

った際に,Ｃ４氏から口論を蒸し返されたということはあり得ない。

確かに,同日,Ｃ４氏がＡ１氏を一度殴った事実はあるが,それは,Ａ１

氏から突然一方的に暴力を振るわれたためであり,自らの身を守るた

めの行為であった。当時の状況に照らすと,本件出来事に関するＡ１

氏の供述が不合理というほかないのに対し,Ｃ４氏の供述は,合理的で

あって,その内容が真実に合致していることが明らかである。したが

って,本件出来事は,Ａ１氏の不当な行為に起因するものにすぎない。 

  このように,本件出来事は,私怨による暴行に端を発した喧嘩にすぎ

ず,原告の業務との関連性は何ら存在しないから,原告が団体交渉に応

ずる義務を負う余地はない。仮に,本件出来事に関する経緯が被告補

助参加人の主張するとおりであったとしても,本件出来事について,原

告による安全配慮義務としての責任が存しないことは,客観的に明ら

かであるから（このことは,本件損害賠償請求訴訟判決に係る控訴審

判決によっても明らかである。）,原告に本件出来事に関する団体交渉

に応ずる義務はないというべきである。 

  以上のとおり,原告が本件各団交申入れに応じなかったことは,労組

法第７条第２号に違反するものではない 

(3) 争点③（本件命令が発せられた時のＡ１氏の被告補助参加人における

地位及びその影響いかん）に関する当事者の主張 

ア 被告及び被告補助参加人の主張 

(ｱ) 被告の主張 

  本件各団交申入れの時において,Ａ１氏が被告補助参加人の組合

員であった以上,原告に本件各団交申入れに応ずる義務があったこ

とは明らかであり,本件命令が発せられた時において,Ａ１氏が被告

補助参加人の組合員でなくなっていたとしても,当然に当該義務が

消滅するものではない。 

(ｲ) 被告補助参加人の主張 

  Ａ１氏は,平成２７年９月から,個人経営の事業者に雇用され,当

該事業者の労働者としてダンプカーによる運送業務に従事しており,

現在も,被告補助参加人の組合員であるから,原告の主張は失当であ

る。 

イ 原告の主張 

  Ａ１氏は,遅くとも平成２７年１２月７日以降,大型ダンプカーを所

有し,自らが事業主として,発注を受けて物品の配送業を行っており,

本件命令が発せられた平成２９年１月１１日より前に被告補助参加人

の組合員たる資格を喪失しているから,本件命令が発せられた時にお
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いて原告が本件各団交申入れに応ずる義務を負う余地はない。 

第３ 争点に対する判断 

１ まず,争点①（本件損害賠償請求訴訟判決の確定に伴い,本件命令の拘束

力が失われたかどうか）について,判断する。 

(1) 労働委員会による救済命令の発令の後に事情変更があった場合におい

て,当該救済命令の内容とされた使用者の義務の履行がその事柄の性質上

客観的に不可能となり,その履行が救済の手段・方法としての意味を失っ

たときには,当該救済命令は,当然にその使用者に対する拘束力を失うも

のというべきであり,このようなときには,当該使用者には,当該救済命令

の取消しを求める法律上の利益が存せず,当該取消しの訴えの利益が失わ

れるものと解される（最高裁判所平成７年２月２３日第一小法廷判決・

民集４９巻２号３９３ページ,最高裁判所平成２４年４月２７日第二小法

廷判決・民集６６巻６号３０００ページ参照）。 

(2) 上記(1)において説示したところを踏まえ,本件損害賠償請求訴訟判決

の確定という本件命令の発令の後の事情変更に伴い,まず,本件命令のう

ちの本件団交応諾命令の拘束力が失われたかどうかについて,検討する。 

ア 上記第２の２(3)イ及び(7)アの前提事実のとおり,本件団交応諾命令

は,本件各団交申入れが本件出来事における原告のＡ１氏に対する安

全配慮義務とその責任について団体交渉を求める内容のものであった

と解した上で,原告に対して本件各団交申入れに応ずることを命じた

ものである。そして,上記第２の２(5)の前提事実として認定したとお

り,本件出来事において当該安全配慮義務ないしその責任の履行を原

告に対して求める権利の享有主体となるべきＡ１氏自身が訴訟代理人

弁護士を選任して原告に対して当該安全配慮義務違反に基づく損害賠

償の履行を求めて提起した訴え（Ａ１氏の主張の内容は,上記第２の

２(5)の前提事実のとおりであった。）について,本件命令が発令され

た後に,本件出来事に係る原告の安全配慮義務違反を否定してＡ１氏

の請求を棄却した本件損害賠償請求訴訟判決が確定したというのであ

るから,本件団交応諾命令がいう本件出来事における原告の安全配慮

義務とその責任については,原告とＡ１氏の間で,本件出来事に関する

原告の安全配慮義務の違反がないという結論により,既判力を持って

法的な解決がされたと評するほかない。そうすると,本件団交応諾命

令がいう本件出来事における原告の安全配慮義務とその責任について

は,本件損害賠償請求訴訟判決が確定した後は,原告と被告補助参加人

の間の団体交渉によって解決することが相当な事項とはいうことがで

きず,むしろ,公法上の義務を課して本件団交応諾命令を原告に更に履

行させることは,団体交渉の結果として,原告に法的義務のない行為の

履行を強いることになるおそれすら否定することができないものであ

る。 

  したがって,本件団交応諾命令は,その内容とされた原告の義務の履
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行が救済の手段・方法としての意味を失ったものというべきである。

そうすると,現時において,本件団交応諾命令は,その拘束力を失って

おり,原告には,本件命令のうちの本件団交応諾命令に関する再審査の

申立てを棄却した部分の取消しを求める法律上の利益が存しないとい

うことになる。 

イ 被告は,上記第２の３(1)イ(ｱ)のとおり,㋐本件損害賠償請求訴訟判

決においては,本件出来事に関する損害賠償責任を根拠付ける安全配

慮義務の債務不履行が否定されたにすぎないところ,原告を含む使用

者には,一般的に,損害賠償を根拠付ける安全配慮義務のみならず,労

働安全衛生法や労働契約法の規定によって広く労働者の安全への配慮

を求められているから,これらについての本件団交応諾命令の履行が

救済の手段・方法としての意味を有しないとはいうことができないこ

と,㋑本件出来事の状況等によっては原告が安全配慮義務に基づく責

任を負う可能性があるし,原告がＡ１氏の負傷の状況を独自に調査し

たり,治療費の支給等の補償をすることも可能であり,また,期待され

るから,本件損害賠償請求訴訟判決が確定したとしても,原告に本件各

団交申入れに応ずる義務を課すことが相当でないとはいえない旨を主

張している。 

  しかしながら,本件団交応諾命令の内容は,上記アにおいて説示した

とおりであって,Ａ１氏自身が提起した訴えにおいて求められた本件

出来事に起因する法的な損害賠償責任とは無関係なものとして,使用

者が一般的に求められている労働者の安全への配慮についての団体交

渉に応ずることを命じたものと解することはできない。また,本件出

来事については,上記のＡ１氏自身が提起した訴えについての本件損

害賠償請求訴訟判決が確定している以上,被告が主張するような抽象

的な可能性をもって,原告に本件各団交申入れに応ずる義務を課すこ

とは相当ではないし,また,原告が今後に本件出来事についての事実関

係の調査やＡ１氏に対する治療費等の補償を行うことが可能であると

しても,これらは原告の自主的な判断によるものにすぎないから,当該

調査や補償が可能であることをもって団体交渉を原告に義務付けるこ

とも相当ではない。 

  したがって,被告の上記㋐及び㋑の主張は,いずれも採用することが

できない。 

ウ 上記ア及びイにおいて検討したところによれば,本件命令のうちの本

件団交応諾命令に関する再審査の申立てを棄却した部分の取消しを求

める旨の請求に係る訴えについては,その訴えの利益を欠くものとい

うことになる。 

(3) 次に,本件命令のうちの本件文書手交命令の拘束力が失われたかどうか

について,検討する。 

  原告は,上記第２の３(1)ア(ｲ)のとおり,現に被告補助参加人の組合員
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に原告から雇用されている者がおらず,かつ,被告補助参加人によって唯

一問題とされていた本件出来事における原告の安全配慮義務違反として

の責任がない旨の本件損害賠償請求訴訟判決が確定したことから,今後に

原告が被告補助参加人との間で労使関係の維持,改善を目的とする団体交

渉を行うことは考えられず,本件文書手交命令の履行がその意義を失って

いる旨を主張している。 

  しかしながら,上記第２の２(1)ア及びイの前提事実のとおり,原告は生

コンの製造,販売等を行う会社であり,被告補助参加人は多数の運輸・建

設関連及び一般の労働者で組織される労働組合であるところ,それぞれ,

現在もこれらの会社又は労働組合として存続しているものである。そう

すると,現時において原告から雇用される被告補助参加人の組合員がおら

ず,また,本件損書賠償請求訴訟判決が確定したとしても,被告補助参加人

が今後に原告から雇用された労働者をその組合員として獲得する可能性

が全く存在しないということはできないし,その獲得に伴い,原告と被告

補助参加人との間の集団的労使関係が生じ,その正常な秩序の回復,確保

を図ることが可能となる場合もあり得るものと考えられるから,本件文書

手交命令の履行が救済の手段・方法としての意義を失ったとまではいう

ことができなぃ。 

  したがって,本件命令のうちの本件文書手交命令に関する再審査の申立

てを棄却した部分の取消しを求める旨の請求に係る訴えについては,その

訴えの利益を欠いているということはできない。 

２ 上記１の争点①に対する判断を踏まえ,本件命令のうちの本件文書手交命

令に関する再審査の申立てを棄却した部分の適法性に関連し,続いて,争点

②（本件各団交申入れに対する原告の対応が労組法第７条第２号の規定に

違反するものかどうか）について,判断する。 

(1) 原告は,上記第２の３(2)イのとおり,本件命令が上記第２の２(7)イの

とおり認定した本件出来事について,Ａ１氏から突然一方的に殴られた

Ｃ４氏が自らの身を守るためにＡ１氏を一度殴ったにすぎず,本件出来事

が原告の業務とは何ら関連性がない私怨又はＡ１氏に起因する自招行為

に基づくものであって,原告が本件各団交申入れに応ずる義務を負うよう

な事項ではなく,また,仮に本件出来事の経緯が被告補助参加人の主張の

とおりであったとしても,原告に安全配慮義務とその責任が存しないこと

が客観的に明らかであるから,原告が本件各団交申入れに応ずる義務はな

い旨を主張している。 

(2) しかしながら,上記第２の２(1)ウ及び(2)の前提事実のとおり,Ａ１氏

は,本件出来事の時において原告の指揮命令を受けてその業務に従事して

いたものであり,本件出来事の発生に先立っても,平成２６年４月２３日

のＣ４氏とのやり取りをＢ１氏に報告し,Ｃ５組の従業員がいる現場には

配送に行きたくない旨を伝えていたのであって,それにもかかわらず,原

告からの指示に従って生コンの配送のために訪れた本件工事現場におい
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て,そこに居合わせたＣ５組の従業員であるＣ４氏から暴行を受けて傷害

を負ったというのであるから,本件出来事とＡ１氏が従事していた原告の

業務との関連性を直ちに否定することができるようなものではなかった

ということができる。加えて,証拠によれば,原告は,Ａ１氏がした療養補

償給付の請求に関し,東近江労働基準監督署長から原告が把握している本

件出来事の状況の詳細等について報告を求められたことに対し,平成２６

年１０月２１日付けで,「Ｃ１へ戻った時に「殴られたので殴った」とＡ１

氏が話していたとの事ですし、最初に殴りかかったのはＡ１氏という（株）

Ｃ６の供述調書もありますので、暴行の状況については言い分が異なる

ため把握することができません。」と報告した事実を認めることができる

ところ,当該事実によれば,当該報告の時において,原告が有していた本件

出来事に関する確たる証拠はなく,原告も本件出来事の正確な状況を把握

することができていなかったものであると解されるから,その直後である

本件各団交申入れがあった時においても,同様の状況にあったと推認する

ことができる。 

  これらの事情によれば,本件各団交申入れの時において,Ａ１氏及び被

告補助参加人と原告との間では,本件出来事について原告がＡ１氏に対し

て安全配慮義務違反に基づく責任を負わないことが客観的に明らかであ

ったとは,到底いうことができない。 

(3) そして,上記第２の２(3)の前提事実によれば,本件各団交申入れは,本

件出来事に関する原告のＡ１氏に対する安全配慮義務違反としての責任

に関する団体交渉を求めていたものと解されるところ,本件出来事の具体

的な経緯が被告補助参加人ないし被告の主張するものであった場合はも

とよりとして,原告の主張するところに沿うものであったとしても,上記(2)

において説示し,及び認定した本件出来事の前後の経過や原告の状況に加

え,上記第２の２(1)ウの前提事実として認定したＡ１氏が原告の業務に

従事する根拠となった訴外組合と原告との間の労働協約中に作業中の傷

害等に関しては原則として原告が処理する旨の定めが存在していたこと

をも考慮すれば,本件各団交申入れの時においては,本件出来事に関する

原告のＡ１氏に対する安全配慮義務違反としての責任については,労組法

上の使用者として,原告が団体交渉に応ずる義務を負っていたというべき

である。 

(4) したがって,上記(1)の原告の主張は,採用することができない。 

  そして,原告は,本件各団交申入れに対して上記第２の２(3)の前提事実

のとおりの回答書の送付等をするだけで,団体交渉に応じなかったもので

あり,本件全証拠によっても,このような原告の対応を正当化する根拠が

あったことをうかがわせる事情は全く認めることができない。 

  そうすると,原告が本件各団交申入れに応じなかったことは,労組法第

７条第２号の規定に違反するものというほかない。 

３ 最後に,争点③（本件命令が発せられた時のＡ１氏の被告補助参加人にお
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ける地位及びその影響いかん）について,判断する。 

  原告は,上記第２の３(3)イのとおり,本件命令が発令された平成２９年１

月１１日より前に,Ａ１氏が被告補助参加人の組合員たる資格を喪失してい

るから,本件命令が発令された時において,原告が本件各団交申入れに応ず

る義務を負う余地はない旨を主張しているところ,当該主張は,本件命令が

発令された時において被告補助参加人が救済の利益を欠いていた旨を主張

するものと解することができる。 

  しかしながら,原告が本件各団交申入れに応じなかったことが労組法第７

条第２号の規定に違反することは上記２の争点②に対する判断において説

示したとおりであるところ,本件文書手交命令については,Ａ１氏の個人的

な権利利益の回復を目的とするものではなく,専ら原告が本件各団交申入れ

に応じなかったことによって生じた被告補助参加人の組合活動一般に対す

る侵害の除去,予防を目的とするものと解されるから,Ａ１氏が事後的に被

告補助参加人の組合員たる資格を喪失したとしても,被告補助参加人がこれ

を求めることに影響を及ぼすものではないと解される（最高裁判所昭和６

１年６月１０日第三小法廷判決・民集４０巻４号７９３ページ参照）から,

被告補助参加人の救済の利益が消滅するものではない。 

  したがって,上記の原告の主張は,本件命令の発令の時においてＡ１氏が

被告補助参加人の組合員たる資格を喪失していたかどうかについての検討

をするまでもなく,採用することができない。 

４ 上記１(1)及び(3),２並びに３において検討したところによれば,本件命

令のうちの本件文書手交命令に対する再審査の申立てを棄却した部分は,

適法である。 

第４ 結論 

  以上によれば,本件訴えのうちの本件団交応諾命令（本件初審命令の主文第

１項）に係る再審査の申立てを棄却した本件命令の取消しを求める部分は不

適法であり,その余の部分に係る請求（本件文書手交命令（本件初審命令の主

文第２項）に対する再審査の申立てを棄却した本件命令の取消しを求める請

求）は理由がない。 

  よって,本件訴えのうちの当該不適法な部分を却下するとともに,その余の

部分に係る原告の請求を棄却することとし,主文のとおり判決する。 

     東京地方裁判所民事第３６部 


